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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　除振対象物を複数のばね要素によって支持するとともに、その複数のばね要素のうちの
少なくとも１つに第１のアクチュエータを設け、この第１アクチュエータを前記除振対象
物の振動状態に基づいて制御することにより、当該除振対象物にその振動を減殺するよう
な制御力を付加するようにしたアクティブ除振装置であって、
　前記除振対象物は、機器と、当該機器が搭載される定盤とを備えるものであり、
　除振対象物の振動状態を検出する第１振動センサと、
　除振対象物の支持されている基礎側の振動状態を検出する第２振動センサと、
　前記機器の局所的な共振状態を検出するための第３振動センサと、
　前記第１振動センサからの信号を受けて、前記除振対象物の振動を減殺する制御力を付
加するように、且つ、前記第２振動センサからの信号を受けて、前記基礎側から除振対象
物に伝達する振動を減殺する制御力を付加するように、第１アクチュエータを制御する制
御手段と、を備え、
　前記機器において局所的な共振の生じる部位乃至その近傍には、可動質量と、第３振動
センサにより検出された機器の局所的な共振状態に応じて、該機器の共振を抑えるように
、該可動質量を駆動してその反力を前記機器に作用させる第２のアクチュエータと、を備
えた制振機構が配設されていることを特徴とするアクティブ除振装置。
【請求項２】
　制振機構は、ケース内に可動質量と第２アクチュエータとを収容するとともに、機器の
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振動状態を検出するための第３振動センサも収容した制振ユニットである、請求項１に記
載のアクティブ除振装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば半導体関連の製造装置や試験器機、或いは電子顕微鏡のような精密機
器を床振動から概ね絶縁した状態で設置するための除振装置に関し、特に、それらの機器
の振動状態に基づいてアクチュエータを駆動し、その振動を減殺するような制御力を付加
するようにしたアクティブタイプのものに係る。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、この種のアクティブ除振装置としては、例えば特許文献１に開示されるよう
に、除振対象物を基礎に対し複数の空気ばねにより支持するとともに、その除振対象物や
基礎の振動状態をそれぞれセンサにより検出して、コントローラによりアクチュエータを
駆動することにより、除振対象物の振動を減殺するような制御力を付加するようにしたも
のが知られている。
【０００３】
　このものではアクチュエータとして空気ばね自体を利用するようにしており、その空気
ばねに対する空気の給排系に配設したサーボ弁によって、空気ばねの内圧を高速且つ高精
度に変化させて、制御力を発生させる。
【特許文献１】特開２００３－１０８２３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、前記従来例のように空気ばね自体をアクチュエータとして用いる場合には、
これにより制御力を直接、付加する部位が限定されることから、除振対象物を擬似的に剛
体とみなして制御を行うことになるが、機器には局所的に剛性の低い部位が存在すること
が多く、それを載置する定盤も厳密には空気ばねによる支持点間で撓むことから、局所的
に例えば１００Ｈｚ以下といった比較的低い周波数の共振が発生することがある。
【０００５】
　こうして発生する局所的な共振は機器全体を強く加振するものではないので、それが機
器において特に振動を嫌う部位の近くで発生するのでなければ、従来、あまり問題にされ
ることはなかったが、本願の発明者は、前記のように空気ばねをアクチュエータとして用
いるアクティブ制御の効果を高めるために、そのゲインの設定等に関する実験研究を重ね
た結果、機器の振動を打ち消すための制御力（空気ばねによって発生する制御力）によっ
て共振点付近で却って振動が増幅されることがあり、これにより制御の安定性が損なわれ
ることを見出した。
【０００６】
　すなわち、前記従来例のようなアクティブ除振装置において除振対象物の振動を検出し
、これに基づいて空気ばねの内圧を制御するフィードバックループの開ループ伝達関数に
は、概略６０～１００Ｈｚにピークを示す共振点が現れ（図４の符号Ｒを参照）、この共
振点付近のゲインが大きいと発振してしまうことから、フィードバックゲインを十分に大
きく設定することができないのである。
【０００７】
　本発明は斯かる点に鑑みてなされたものであり、その目的は、アクティブ制御を行うよ
うにした除振装置において除振対象物の局所的な共振を抑制し、もってアクティブ制御の
性能を十分に発揮できるようにすることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記の目的を達成するために、本発明では、除振対象物の所定部位に所謂アクティブ・
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マス・ダンパを取り付けて、局所的な共振を抑えるようにした。すなわち、請求項１の発
明では、除振対象物を複数のばね要素によって支持するとともに、その複数のばね要素の
うちの少なくとも１つに第１のアクチュエータを設け、この第１アクチュエータを前記除
振対象物の振動状態に基づいて制御することにより、当該除振対象物にその振動を減殺す
るような制御力を付加するようにしたアクティブ除振装置を対象とする。
【０００９】
　そして、前記除振対象物は、機器と、当該機器が搭載される定盤とを備え、除振対象物
の振動状態を検出する第１振動センサと、除振対象物の支持されている基礎側の振動状態
を検出する第２振動センサと、前記機器の局所的な共振状態を検出するための第３振動セ
ンサと、前記第１振動センサからの信号を受けて、前記除振対象物の振動を減殺する制御
力を付加するように、且つ、前記第２振動センサからの信号を受けて、前記基礎側から除
振対象物に伝達する振動を減殺する制御力を付加するように、第１アクチュエータを制御
する制御手段と、を備え、前記機器において局所的な共振の生じる部位乃至その近傍には
、可動質量と、第３振動センサにより検出された機器の局所的な共振状態に応じて、該機
器の共振を抑えるように、該可動質量を駆動してその反力を前記機器に作用させる第２の
アクチュエータと、を備えた制振機構（所謂アクティブ・マス・ダンパ）を配設したもの
である。尚、局所的な共振の生じる部位というのは、除振対象物において共振による振幅
の大きくなる部位を指し、必ずしも共振現象が局所的なものであることを意味しない。
【００１０】
　前記構成のアクティブ除振装置では、まず、例えば除振対象物に配設されたセンサによ
りその振動状態が検出され、これに基づいて第１のアクチュエータが制御されることで、
前記除振対象物にその全体的な振動を減殺するような制御力が付加される。但し、前記第
１アクチュエータが除振対象物を支持するばね要素に設けられているため、これにより制
御力を直接、付加できる部位が限定され、局所的な共振を抑えることは難しい。
【００１１】
　この点、前記の構成では、局所的な共振の生じる部位乃至その近傍に制振機構が配設さ
れており、例えば制振機構に配置された振動センサにより検出された振動（共振）の状態
に応じて第２アクチュエータが制御され、これにより可動質量を駆動する反力が、除振対
象物にその振動を減殺するような制御力として付加される。
【００１２】
　こうして制振機構から付加される制御力により除振対象物の前記局所的な共振を効果的
に抑制することができ、その共振の影響で前記第１アクチュエータによるアクティブ制御
が不安定化する心配はなくなるから、その分、制御ゲインを大きく設定して、アクティブ
制御の性能を十分に発揮させることができるようになる。
【００１３】
　好ましいのは、除振対象物を支持するばね要素が気体ばねである場合に、この気体ばね
を第１アクチュエータとして用い、その内圧を変更することによって除振対象物に制御力
を付加することである。こうすれば、大きな機器や定盤のような除振対象物に十分な制御
力を付加する強力なアクチュエータを、比較的低コストで実現できる。
【００１４】
　また、前記の制振機構として好ましいのは、ケース内に可動質量と第２アクチュエータ
とを収容するとともに、機器の振動状態を検出するための第３振動センサも収容した制振
ユニットとすることである（請求項２）。こうすれば、制振ユニットを除振対象物におけ
る局所的な共振の生じる部位乃至その近傍に取り付けるだけで、別途、振動センサを配設
する必要もなく、前記請求項１の発明の作用が容易且つ確実に得られる。尚、振動センサ
は、第２アクチュエータによる可動質量の駆動軸線上に設けるのがよい。
【発明の効果】
【００１５】
　以上、説明したように、本発明に係るアクティブ除振装置によると、除振対象物に配設
した制振機構によって局所的な共振を効果的に抑制し、それによるアクティブ制御への悪
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影響を抑えることによって、ばね要素に設けたアクチュエータの制御ゲインを大きく設定
できるようになり、その発生する制御力によって振動を十分に減殺することができる。
【００１６】
　また、前記制振機構を振動センサまで備えた一体のユニットして構成すれば、これを除
振対象物に取り付けるだけで、容易且つ確実に前記発明の効果が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。尚、以下の好ましい実施形
態の説明は、本質的に例示に過ぎず、本発明、その適用物或いはその用途を制限すること
を意図するものではない。
【００１８】
　図１には、本発明に係るアクティブ除振装置の一実施形態である精密除振台Ａの構成を
模式的に示す。この除振台Ａは、例えば半導体関連の製造装置、試験機器や電子顕微鏡、
レーザ顕微鏡等の精密計測機器のように、振動の影響を受けやすい精密な機器Ｄを搭載し
て、それらを床の振動から極力、絶縁した状態で設置するためのものである。
【００１９】
　図示の除振台Ａは、前記のような機器Ｄの搭載される定盤１を通常は３個（４個以上で
もよい）の空気ばねユニット２，２，…（図には２つのみ示す）によって弾性的に支持す
るものであり、その定盤１及び搭載機器Ｄが除振対象物となる。空気ばねユニット２，２
，…は、以下に説明するように、除振対象物にその振動を減殺するような制御力を付加す
るアクチュエータ（第１アクチュエータ）として用いられる。また、機器Ｄの上部には制
振ユニット３が取り付けられており、詳しくは後述するが、機器Ｄの局所的な共振を抑制
するようになっている。
【００２０】
　－空気ばねユニットの構成－
　まず、空気ばねユニット２の構成について説明する。この空気ばねユニット２には、図
２に模式的に示すように、上下方向の荷重を支持する空気ばね２０と、センサ２４～２６
、コントローラ２７、サーボ弁２８等が設けられており、上下方向の振動及び高さ位置を
制御するようになっている。また、同様の構成が水平方向の振動及び位置制御のためにも
設けられているが、以下では便宜上、上下方向の空気ばね２０等の構成のみを説明する。
【００２１】
　図示の如く、空気ばね２０の空気室の上方開口にはダイヤフラムを介して気密状にピス
トン２１が内挿されており、このピストン２１の上面にはトッププレート２２が配置され
ている。一方、空気ばね２０のケース下端のベースプレート２３は、基礎上に配置されて
いる。こうして空気ばね２０により静荷重を支持することから、空気ばねユニット２，２
，…は、基本的に優れた除振性能を有するものであるが、さらにこの実施形態では、空気
ばね２０の内圧を制御して、除振対象物に適切な制御力を付加するようにしている。
【００２２】
　そのために前記空気ばねユニット２には、まず、トッププレート２２の上下方向の加速
度ｚ″と、ベースプレート２３に対するトッププレート２２の相対変位ｚ－ｚ0とを、そ
れぞれ検出するように加速度センサ２４（第１振動センサ）及び変位センサ２５が設けら
れている。また、ベースプレート２３の上下方向の加速度ｚ0″（基礎側の振動状態）を
検出する加速度センサ２６（基礎側の第２振動センサ）も設けられており、それら各セン
サ２４～２６からの出力信号がそれぞれコントローラ２７に入力されるようになっている
。
【００２３】
　また、空気ばね２０の空気室には配管を介してサーボ弁２８が接続されており、このサ
ーボ弁２８の作動によって、リザーバタンク２９から空気室に供給する圧縮空気の流量を
調整し、反対に空気室から排気する空気の流量を調整する。尚、前記リザーバタンク２９
には、図示しないがコンプレッサが接続されていて、その作動によりリザーバタンク２９
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内の空気圧を設定値に維持するようになっている。
【００２４】
　そして、前記サーボ弁２８がコントローラ２７により制御されて、空気ばね２０に対す
る圧縮空気の供給乃至排気の流量を調整することにより、当該空気ばね２０の内圧を調整
して、除振対象物に付加する制御力を発生させることができる。よって、コントローラ２
７及びサーボ弁２８は、空気ばね２０の内圧を変更することによって除振対象物に制御力
を付加する制御手段を構成する。尚、コントローラ２７は、詳細は図示しないが、マイク
ロコンピュータ、Ｉ／Ｏインタフェース、データバスの他、ＲＡＭ、ＲＯＭ、或いはＨＤ
Ｄ等のメモリを備えた従来周知の構造のものである。
【００２５】
　－空気ばねの内圧の制御－
　前記空気ばねユニット２毎の空気圧の制御は概ね図３のブロック図に示すようになり、
主に除振対象物１，Ｄの振動を低減するための制御が、図の下部右側に示すフィードバッ
ク振動制御部２７ａと、上部に示すフィードフォワード振動制御部２７ｂとによって行わ
れ、主に除振対象物１，Ｄの高さを維持するための制御が図の下部左側に示す変位制御部
２７ｃによって行われる。尚、同図には、上述した空気ばねユニット２の構成の説明と同
様に便宜上、上下方向の空気ばね２０の制御についてのみ示しているが、これと同様の制
御は水平方向の空気ばねについても行われる。
【００２６】
　まず、フィードバック振動制御部２７ａによる制御について説明すると、これは、加速
度センサ２４により検出される除振対象物１，Ｄの振動状態、即ちトッププレート２２の
加速度ｚ″に基づいて、その振動を減殺するような制御力を空気ばね２０により発生させ
るものである。すなわち、検出された加速度ｚ″に対応するフィードバックゲインをＧc
、この加速度ｚ″の微分に対応するフィードバックゲインをＧm、また、加速度ｚ″の積
分に対応するフィードバックゲインをＧk、としてそれぞれフィードバック制御量を演算
し、これらを加算した後に反転して、サーボ弁２８への制御量Ｕ１を決定する。
【００２７】
　この制御量Ｕ１に対応してサーボ弁２８の開度が変更されることで、空気ばね２０への
圧縮空気の供給又は排気が行われ、その内圧が変化することによって除振対象物１，Ｄに
制御力が付加されて、これにより振動が減殺される。そうして減殺された除振対象物１，
Ｄの振動状態（加速度ｚ″）が再び加速度センサ２４により検出されて、フィードバック
される。
【００２８】
　尚、前記のように加速度ｚ″、その微分値及び積分値にそれぞれ制御ゲインＧc、Ｇm、
Ｇkを乗じてフィードバックすることで、見かけ上、空気ばね２０の系の減衰係数、質量
及びばね定数が増加し、除振性能が向上する。すなわち、この実施形態のようにアクチュ
エータとして空気ばね２０を利用する場合、制御量Ｕ１に比例するのはサーボ弁２８の開
度であり、空気ばね２０の内圧は制御量Ｕ１の積分に比例することになるから、前記のよ
うに加速度ｚ″に制御ゲインＧcを乗算してフィードバックすれば、この分の制御量が空
気系で積分されて、絶対速度に比例する空気圧の変化を生じることになり、いわゆるスカ
イフックダンパの効果が得られるものである。
【００２９】
　続いてフィードフォワード振動制御部２７ｂによる制御について説明すると、これは、
加速度センサ２６により基礎側の振動状態（加速度ｚ0″）を検出し、この振動が空気ば
ねユニット２を介して除振対象物１，Ｄに伝達されるのに対して、その伝達振動を打ち消
すような逆位相の制御力を発生させるものである。すなわち、加速度センサ２６の検出値
ｚ0″に基づいて、例えばデジタルフィルタ（アナログフィルタでもよい）によりフィー
ドフォワード制御量Ｕ２を演算し、これを反転してサーボ弁２８への入力に加える。
【００３０】
　前記のように演算されるフィードフォワード制御量Ｕ２は、一例として以下の式(1)を
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満たすものとすればよい。すなわち、
　　　Ｕ２　＝　α×｛（Ｃｓ＋Ｋ）／ｓ２｝×ｚ0″　・・・　式(1)
但し、定数αは、サーボ弁２８の特性を反映するものであり、サーボ弁２８のゲインＫｖ

、時定数Ｔｖと空気ばね２０の受圧面積Ａｍとを用いて、
　　　　α　＝　（１＋Ｔｖｓ）／（ＫｖＡｍ ）　　　　・・・　式(2)　と表される。
【００３１】
　換言すれば、フィードフォワード振動制御部２７ｂのデジタルフィルタは、前記式(1)
、(2)と等価なものであり、従来周知のＺ変換の手法を適用することで、設定することが
できる。尚、フィードフォワード振動制御部２７ｂをアナログ回路にて構成する場合でも
、回路を構成する素子の容量等の変更により、同様の設定を行える。
【００３２】
　次に変位制御部２７ｃによる制御について説明すると、これは、変位センサ２５により
検出されるトッププレート２２の変位（基礎側に対する相対変位）ｚ－ｚ0に基づいて、
この変位が小さくなるように空気ばね２０の内圧を調整するものである。すなわち、図示
の如く、検出した相対変位ｚ－ｚ0を高さの制御目標値、即ち零（０）から減算した後に
、ＰＩＤ制御則に従って制御量Ｕ３を求める。
【００３３】
　この制御量Ｕ３に対応してサーボ弁２８の開度が変更されると、圧縮空気が空気ばね２
０に対し供給又は排気され、その内圧が変化することによって除振対象物１，Ｄの高さは
、基準となる高さからのずれが小さくなるように、即ち所期の設定高さになるように変更
される。そうして変更された除振対象物１，Ｄの高さが再び変位センサ２５により検出さ
れて、フィードバックされる。
【００３４】
　ところで、上述の如く除振対象物の荷重を受ける空気ばね２０，２０，…をアクチュエ
ータとして用いる場合には、これにより制御力を直接、付加できる部位が限定されること
から、除振対象物を擬似的に剛体とみなして制御を行うことになる。しかし、実際には機
器Ｄや定盤１は剛体ではなく、その剛性があまり高くない場合には例えば１００Ｈｚ以下
といった比較的低い周波数の共振が発生して、局所的に振幅が大きくなることがある。ま
た、除振対象物に局所的に剛性の低い部位が存在して、その付近に共振が発生することも
ある。
【００３５】
　具体的に、図１に示す機器Ｄにおいては横長の下部ｄ１の上に塔部ｄ２が存在し、これ
が下端部を中心に揺動して低周波の共振を起こす。図４には、前記したフィードバック振
動制御部２７ａによるフィードバック制御の開ループ伝達関数を示し、図示のように６０
～７０Ｈｚにピークを示す共振点Ｒが現れている。こうして比較的低い周波数域で共振が
起きると、空気ばね２０，２０，…により付加する制御力によって却って振動が増幅され
ることがあり、制御の安定性が損なわれる虞れがある。
【００３６】
　すなわち、前記図４のように共振点Ｒにおける振幅が大きい場合には、フィードバック
ゲインを大きくすると発振してしまうので、図の例でもゲインはかなり小さく設定してお
り、位相交点（位相が－１８０°になる点）におけるゲイン余裕が約３０ｄＢと非常に大
きくなっている。このことは、空気ばね２０によって発生する制御力が小さく、これによ
る振動の減殺効果が不足することを意味する。
【００３７】
　これに対し、この実施形態では、制振ユニット３を機器Ｄの塔部ｄ２に横向きに取り付
けて、その塔部ｄ２の揺動による共振を減殺するような逆位相の制御力を付加するように
しており、これにより共振点Ｒの振幅、即ち共振倍率を低下させることができる。制振ユ
ニット３は一般にアクティブ・マス・ダンパ（Active Mass Damper：ＡＭＤ）と呼ばれる
もので、可動質量３３をリニアモータ３２により駆動し、その反力を機器Ｄに付加するよ
うになっている。
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【００３８】
　－制振ユニット－
　以下に、制振ユニット３の構造について詳しく説明する。図５に拡大して断面で示すよ
うに、この実施形態の制振ユニット３は、円筒状ケース３０の基端（図の左端）に例えば
矩形状の基板３０ａが配設されて、機器Ｄの塔部ｄ２の周壁に締結される一方、ケース３
０の先端には円板状の蓋部材３０ｂが取り付けられている。ケース３０の周壁部分は、基
端側の概略半分である基半部材３０ｃと、残りの半分のうちの先端側を構成する先端部材
３０ｄと、それらの中間の中間部材３０ｅとに３分割されている。
【００３９】
　また、ケース３０の内部は２つの区画壁３０ｆ，３０ｇによって中心軸線Ｘの方向に概
略３等分されており、図では左側の第１区画壁３０ｆと基板３０ａとの間の第１区分空間
に加速度センサ３１（第３振動センサ）が収容されている。この加速度センサ３１は、基
板３０ａに固定されて、機器Ｄの塔部ｄ２の水平方向の加速度ｘ″を直接的に検出するよ
うになっている。
【００４０】
　また、前記第１区画壁３０ｆと第２区画壁３０ｇとの間の第２区分空間にはリニアモー
タ３２が収容されている。このリニアモータ３２のケースは第２区画壁３０ｇに固設され
ており、この第２区画壁３０ｇの貫通穴に挿通されたロッドがケース３０の中心軸線Ｘに
沿って反対側の、即ち第２区画壁３０ｇと蓋部材３０ｂとの間の第３区分空間に突出して
いる。
【００４１】
　そうしてリニアモータ３２のロッドが突出する第３区分空間には、可動質量３３が収容
されて、２枚の板ばね３４，３４によりケース３０に対して軸線Ｘ方向に移動可能に保持
されている。可動質量３３は、略円筒状の本体部とそれを貫通する軸部とからなり、この
軸部の両端がそれぞれ板ばね３４，３４の中心部に貫通状態で固定されている。特に第２
区画壁３０ｇに近い方（図の左方）では可動質量３３の軸端がリニアモータ３２のロッド
の先端に連結されている。
【００４２】
　尚、板ばね３４は、詳細は図示しないが円盤状をなし、中心部及び外周部の所定範囲を
除いた径方向の中間部位に複数の貫通溝が形成されたものである。可動質量３３は、２枚
の板ばね３４，３４によってケース３０の軸線Ｘ方向には移動可能に、また、軸線Ｘに直
交する方向には殆ど移動しないように支持されており、リニアモータ３２によって軸線ｘ
方向に駆動されるときにも殆ど揺動することはない。
【００４３】
　前記の如く構成された制振ユニット３の作動、即ちリニアモータ３２による可動質量３
３の駆動は、この実施形態では制振ユニット３とは別体のＡＭＤコントローラ４によって
行われる。具体的には、図６に一例を示すようにＡＭＤコントローラ４は、加速度センサ
３１からの信号（加速度ｘ″）を入力し、これを２回積分して得られる変位ｘに対しゲイ
ンＢ1を乗算するとともに、加速度ｘ″を１回積分した速度ｘ′にゲインＢ2を乗算し、ま
た、加速度ｘ″に制御ゲインＢ3を乗算した上で、それらを合算して求めた制御量を増幅
して、リニアモータ３２へ入力する。
【００４４】
　つまり、機器Ｄの塔部ｄ２の局所的な共振の状態が加速度センサ３１により検出され、
その出力信号を受けたＡＭＤコントローラ４により加速度ｘ″、速度ｘ′及び変位ｘに基
づいてリニアモータ３２が制御され、このリニアモータ３２の作動により可動質量３３が
駆動されて、その反力がリニアモータ３２及びケース３０を介して機器Ｄに付加される。
【００４５】
　前記の制御においては速度ｘ′のフィードバックが基本であり、これは制振ユニット３
によって主振動系に減衰を付加するという意味を持つ。制振ユニット３を付加することに
よって除振台Ａは２自由度の振動系になるが、速度ｘ′のフィードバック制御によって減
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衰が加わり、機器Ｄの塔部ｄ２の共振を抑えることができる。また、加速度ｘ″のフィー
ドバックによって高周波側の性能が向上し、さらに変位ｘのフィードバックによって低周
波数側でも性能が向上する。
【００４６】
　したがって、この実施形態に係る除振台Ａでは、定盤１に上載した機器Ｄの塔部ｄ２、
即ち局所的な共振の生じる部位に制振ユニット３を取り付けて、これにより塔部ｄ２の共
振を効果的に抑制することができる。すなわち、制振ユニット３を取り付けた場合のフィ
ードバック制御の開ループ伝達関数は、図７に破線のグラフで示すようになり、制振ユニ
ット３のないもの（図４参照）に比べて共振点Ｒにおける振幅が大幅に小さくなっている
ことが分かる。
【００４７】
　よって、同図に実線のグラフで示すようにフィードバックゲインを大きくしても発振す
る虞れはなく、この図の例では、位相交点におけるゲイン余裕が約５～１０ｄＢと適切な
値になるまで、フィードバックゲインを大きく設定している。こうしてフィードバックゲ
インを大きくすれば、空気ばね２０によって発生する制御力も大きくなり、この制御力に
よって除振対象物の振動を効果的に減殺することが、即ちアクティブ制御の性能を十分に
発揮させることができる。
【００４８】
　また、この実施形態では、機器Ｄの塔部ｄ２の共振を抑えるための制振ユニット３に一
体に加速度センサ３１を配設しており、このユニットを塔部ｄ２に取り付ければ、別途、
センサを配置する必要もなく、前記した効果が容易且つ確実に得られるものである。
【００４９】
　－他の実施形態－
　尚、本発明に斯かる除振台Ａや制振ユニット３の構成は、前記した実施形態のものに限
定されず、それ以外の種々の構成も包含する。すなわち、前記の制振ユニット３には加速
度センサ３１も一体に設けているが、これは制振ユニット３とは別に例えば機器Ｄに直接
、配置することもできる。振動状態を検出するためのセンサとしては、加速度センサに限
らず、例えば速度センサや変位センサを用いることもできる。
【００５０】
　また、前記制振ユニット３では可動質量３３を板ばね３４，３４によってケース３０に
保持しているが、これに限らず、例えば金属製及びゴム製の環状部材を径方向に交互に積
層してなる積層弾性体を用いることもできるし、磁気ベアリングやエアベアリング等を利
用することもできる。
【００５１】
　また、制振ユニット３は、必ずしも図１のように水平方向に配置する必要はなく、その
長手方向、即ち制振方向を上下方向としてもよいし、斜めにすることもできる。
【００５２】
　さらに、図示しないが、制振ユニット３のケース３０に位置センサを配設して可動質量
３３の位置を検出し、この位置を加味してリニアモータ３２を制御するようにしてもよい
。例えば中立位置からの変位量に応じて可動質量３３を駆動するようにすれば、この駆動
力によって制振ユニット３の振動系（主系に対する付加振動系）のばね定数を見かけ上、
変えることができ、その固有振動数を最適化することも可能になる。
【００５３】
　さらにまた、前記の実施形態の除振台Ａは、定盤１を空気ばねユニット２，２，…によ
り支持しているが、空気ばねに代えて空気以外の気体を封入した気体ばねを用いることも
できるし、コイルばね等、気体ばね以外のばね要素を用いることもできる。また、第１ア
クチュエータとして空気ばねを利用する必要もなく、例えばリニアモータ等、電磁式のア
クチュエータを設けてもよい。
【００５４】
　また、前記実施形態では、図３に示すように、空気ばね２０を用いた振動や高さの制御
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御理論（状態フィードバック、ＬＱ制御やＨ∞制御等）の手法を適用することもできる。
【００５５】
　一例として図８に変位制御部２７ｃを変更した例を示すと、まず、フィードバック振動
制御部２７ａを含めた制御対象（サーボ弁２８、空気ばね２０及び除振対象物１，Ｄ）の
ノミナルモデルＰｎを設定し、このノミナルモデルの逆関数Ｐｎ－１に変位センサ２５か
らの信号を入力して、制御量Ｕ３の位置での外乱を推定する。
【００５６】
　そして、前記外乱の推定入力値から元々の制御量の分を減算して外乱のみを抽出し、さ
らに相補感度関数Ｔを通過させて安定化した上で、フィードバックする。こうすれば、変
位制御部２７ｃは、制御対象からの出力に基づいて該制御対象への外乱入力を推定する外
乱オブザーバとしての機能を有し、この変位制御部２７ｃにより演算される制御量Ｕ３は
、外乱をちょうど打ち消すようなものとなる。よって、このようなフィードバック制御を
行うことで、前記実施形態のものと同等、或いはそれ以上に適切な制御力を発生させるこ
とができる。
【産業上の利用可能性】
【００５７】
　以上、説明したように、本発明に係るアクティブ除振装置は、除振対象物の所定部位に
制振ユニットを取り付けて局所的な共振を抑制することで、気体ばねの内圧等の制御によ
る本来のアクティブ制御の効果を十分に高めることができるものであり、例えば半導体関
連の装置や電子顕微鏡等の精密機器を搭載する精密除振台に好適である。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】実施形態に係る除振台の概略構成を示す模式図である。
【図２】空気ばねユニットの概略構成を示す模式図である。
【図３】空気ばねユニットの制御ブロック図である。
【図４】制振ユニットを配設しない場合のフィードバック制御の開ループ伝達関数を示す
特性図である。
【図５】制振ユニットの概略構成を示す断面図である。
【図６】制振ユニットの制御ブロック図である。
【図７】制振ユニットを配設した場合についての図４相当図である。
【図８】変位制御部に現代制御理論を適用した場合の図３相当図である。
【符号の説明】
【００５９】
Ａ　　　除振台（アクティブ除振装置）
Ｄ　　　機器（除振対象物）
１　　　定盤（除振対象物）
２　　　空気ばねユニット
　２０　空気ばね（第１のアクチュエータ）
　２４　加速度センサ
　２５　変位センサ
　２６　加速度センサ（基礎側の第２振動センサ）
　２７　コントローラ（制御手段）
　２８　サーボ弁（制御手段）
３　　　制振ユニット（制振機構）
　３１　加速度センサ（第３振動センサ）
　３２　リニアモータ（第２のアクチュエータ）
　３３　可動質量
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